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移住・定住促進等対策事業 事務事業評価シート

29年度(計画)

28年度(実績) 29年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

124180 移住・定住促進等対策事業

地域づくり

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的
花巻市への移住定住を進めるために、移住者に対する情報提供環境の整備や支援制度の充
実を図る。

対象 移住希望者、市民

30

後援・協賛 補助・助成

27年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 102

【 事後評価 】平成 28 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 02 01 06

政策 4-1 地域主体のまちづくり
施策 1 地域づくりへの参加促進

意図 花巻市への移住定住及び関係人口数が増加している。
妥当である

見直し余地がある

１　移住支援相談員の配置による、移住に関する相談受付対応
２　有識者による移住・定住に関する意見交換会の開催
３　移住・定住ポータルサイト・空き家バンク・子育て支援サイトの運営
４　首都圏における移住関連展示会への出展及びセミナーの開催
５　移住体験ツアーの開催
６　同窓会開催支援を通じた花巻市へのＵターン情報提供

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

委託

公
平
性

成果指標により、移住希望者の意向等を直接把握でき、そのデー
タをもとに事業の見直し等が見込めることから向上性の余地はあ
る。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

事業費については、主催者から求められている費用負担額や他市
の実績等から積算したものであり、人件費については移住相談を
専門的に受ける職員が必要であることから削減の余地はない。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 28年度(実績)

② 首都圏におけるフェア等出展回数 回
計画 3

① 空き家バンク相談件数 件
計画

実績 3 4
3

件
50 60目標

実績

134実績

27年度(実績)成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

○ 目標値より高い 概ね目標値どおり

③ 空き家バンク登録件数 件

② 移住関連サイトリーチ数 リーチ
目標

①

実績

移住相談件数

目標 40

実績

37

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

花巻への移住を促進させるため、移住ニーズに合った支援策等を構築の上、その情報を適切に発
信できる環境を整備したことから、花巻市における移住受け入れ環境や移住相談者の増加につな
がった。

移住についての関心の高まりにあわせ、情報が閲覧できるネット環境や支援策等を充実させ、首
都圏等において適切にPRしたことにより目標値より高い成果を得ることができた。

目標値より低い

52 47

3,000
23,500

20

発信する情報は、花巻市への移住定住を促すために市が主体的に
行う必要があることから、妥当である。

 受益と負担の適正化余地 移住に係る情報は市の人口減少に対応するものであり、また提供
する情報もインターネットを通じて広く提供するものであること
から適正である。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括
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※花巻市まち・ひと・しごと総合戦略掲載事業
単位：千円

◆事業概略図
情報提供

移住定住ポータルサイト 移住希望者
移住定住策
空き家バンク

子育てポータルサイト
子育て情報

花巻出身者

※同窓会に戻るタイミングで支援
○ ～ ※承諾した人には継続的に情報提供

◆事業費内訳 総事業費 千円

千円
（内訳）報酬 千円

共済費 千円
（概要）

　

移住・定住促進等対策事業

・空き家バンクに登録する物件の積極的かつ効率的な発掘の取り組みが求められる。
・移住希望者が居住する地域における、良好な人間関係の構築と支援の取り組みが必要。
・ホームページで発信する情報の絞り込みと定期的な更新作業を進める必要がある。
・各種展示会の出展においては、岩手県として相談者の訪問・相談が低調な傾向にあることか
ら、興味を引くための展示方法や情報提供について、工夫する必要がある。

事業説明資料

事業を展開する上での課題、留意事項　／　意見・要望等

3,815

事業開始の背景・経緯

事業概要

１　移住支援相談員の配置による、移住に関する相談受付対応
２　有識者による移住・定住に関する意見交換会の開催
３　移住・定住ポータルサイト・空き家バンク・子育て支援サイトの運営
４　首都圏における移住関連展示会への出展及びセミナーの開催
５　移住体験ツアーの開催
６　同窓会開催支援を通じた花巻市へのＵターン情報提供

●市で実施する移住支援策等の情報を提供した。
●問い合わせに対して一元的に回答できるよう移住相談員を配置した。
●移住ポータルサイトの更新・空き家バンクデータ等を更新した。

平成 28 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
高橋信一郎 213担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 地域振興部 課名 定住推進課

27年度
決算額(A)

28年度
決算額(B)

29年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
6,715 5,050 △ 1,665

財
源
内
訳

国・県 5,480

地方債

その他

移
住
相
談
窓
口

フェア等による情報提供

何となく移住を考えている人

部重点施策における目標

移住・交流の促進

年度〕事業期間 単年度繰返 期間限定 〔平成

目

06

事業ｺｰﾄﾞ

124180

・まち・ひと・しごと創生本部のアンケートから、首都圏在住者の移住志向が高まっている。
・人口減少に歯止めをかける中で、出身者のＵターンを促進する他、県外出身者のＩターン、Ｊ
ターンを促進し、人口の社会増加を図る取り組みが必要となっている。

一般財源 1,235 5,050

事業名

年度 平成

一般 02

△ 5,480

01 移住・定住促進等対策事業

有識者・移住者

意見を聴取

5,050
①花巻市への移住に関する窓口の設置

2,226
1,939
287
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（単位：千円）
《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること 【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

千円 千円
（内訳）使用料 千円（ポータルサーバー33、子育てサイト1,296） （内訳）委託料 千円
（概要） （概要）

千円 千円
（内訳）謝礼金 千円 （内訳）補助金 千円
（概要） （概要）

千円
（内訳）旅費 千円（職員旅費）

役務費 千円（資材運搬料）
使用料 千円（会場使用料）
負担金 千円（NPOふるさと回帰支援センター会費）

（概要）

移住・定住促進等対策事業

会計 款 事業名

●移住定住ポータルサイトの更新
●子育て支援ポータルサイトの構築及び公開

項

01

目

1,329
1,329

12418006

平成 事後評価28

事業説明資料

【

③花巻市空き家バンクの推進
400

400

②移住定住ポータルサイト、子育て支援ポータルサイトの運営構築

Ｈ２７年度に作成した子育てガイドブックについて、より使いやすいようにポータルサ
イト化するとともに、アプリ化し子育て情報を提供することにより、子育てしやすい街と
してＰＲし移住定住を図った。

】

移住・定住促進等対策事業

事業ｺｰﾄﾞ

年度事業説明資料

一般 02

5
104
50

●NPO法人ふるさと回帰支援センター主催の全国ふるさと回帰フェアに出展した。
●岩手県主催の移住相談会等に出展した。
●NPO法人ふるさと回帰支援センター内で本市の移住説明会を開催した。

115
115

定住人口の増加と地域経済の活性化を目指し、県外出席者に応じ、市内で開催される
同窓会等の経費の一部を負担し、市の移住施策をPRするとともに、参加者のうち、了承
を得た方に対して継続的に市の移住施策情報を提供する。
※補助対象経費：開催文書作成等に係る印刷製本費・通信運搬費
　　　　　　　　　　　同窓会の開催経費
※補助額20,000円（上限）
実績：６団体に交付

④首都圏移住定住フェア等への出展
381

市内に所在する空き家を花巻市空き家バンクとして登録し、移住ポータルサイト等で公
開することにより、移住希望者等に住居情報を提供する。また、空き家バンク登録物件に
ついて、市外の方と成約した場合、登録した所有者に対して奨励金を交付した。
Ｈ28年度実績4件

222

⑤移住体験ツアーの実施
599

599
東和地域において、味噌づくり体験や先輩移住者との交流などができる首都圏在住者
を対象とした移住ツアーを実施した。

⑥同窓会開催支援


